
表 1-2 地区ごとに定める事項

地区
根拠法令等

都市再開発法 都市計画運用指針等

１号

市街地

当該都市計画区域内

にある計画的な再開

発が必要な市街地に

係る再開発の目標並

びに当該市街地の土

地の合理的かつ健全

な高度利用及び都市

機能の更新に関する

方針

【再開発の目標】

都市構造１４の再編成、建築物の更新、都市環境の向上等に係る

基本目標を定めることが望ましい。

【土地の高度利用及び都市機能の更新に関する方針】

例えば、次に掲げるような事項について定めることが望ましい。

ア 適切な用途及び密度の確保、その他の適切な土地利用の実現に関す

る事項

イ 主要な都市施設の整備に関する事項

ウ 都市の環境、景観等の維持及び改善に関する事項

エ その他土地の高度利用及び都市機能の更新に関して特に必要な事項

整備促進

地区

【建設省通達（昭和５７年５月２７日付）】

本通達では、１号市街地の目標や方針の実現を図る上で特に効

果が大きいエリアを「戦略的地区」として定めることとしていた。

札幌市では、この通達を参考に整備促進地区を指定し、３層構造

の地区指定のもと、メリハリをつけて再開発に関する取組を推進。

２号

地区

１号市街地のうち特に

一体的かつ総合的に

市街地の再開発を促

進すべき相当規模の

地区及び当該地区の

整備又は開発の計画

の概要

【定めることが望ましい事項】

・地区の再開発、整備等の主たる目標

・用途、密度に関する基本方針、その他の土地利用計画の概要

・建築物の更新の方針

・都市施設及び地区施設の整備の方針

【必要に応じて記述することが望ましい事項】

・再開発の推進のため必要な公共及び民間の役割や条件整備等の

措置

・実施予定の面整備事業等の計画の概要及び決定又は変更予定

の都市計画に関する事項

・その他再開発の推進のために特記すべき事項

１４ 都市構造：「自然環境」、「都市基盤」などで構成されるもので、地理的な条件などを踏まえながら、自然環境の保全や、都市基盤の配置などを市街地の中

にどう設定するか、といった都市の構造
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（3） 今回の都市再開発方針見直しの背景

前方針の策定から約１０年が経過し、この間、札幌は人口減少局面を迎え、都市のリニューア

ル時期が到来するなど、社会経済情勢は大きく変わり続けています。

こうした情勢の変化を踏まえ、札幌市では令和４年度（２０２２年度）に最上位計画である２

次戦略ビジョンを策定し、これに伴い、３次マスタープランと２次立地適正化計画を策定するこ

とにしました。

２次戦略ビジョンや３次マスタープランなどの上位計画を踏まえ、時代のニーズに対応した計

画的な再開発を促進するため、前方針を見直し、本方針を策定しました。

図 2-3 主な見直しの経緯

第２章 再開発を取り巻く状況

都市再開発方針の見直しの経緯

（1） 都市再開発法制定以前の再開発の動向

札幌市では、都市再開発法が制定される以前から、市街地再開発

事業の前身である市街地改造事業１５などを効果的に活用してきま

した。再開発を通じて、都市構造の再編、良好な居住環境や市街地

環境の形成、都市の防災構造化、公共施設の整備などを進め、既成

市街地１６が抱えていた過密、用途混在、生活環境の悪化、地区の老

朽化などの解決を図ってきました。

（2） 都市再開発方針の策定とこれまでの見直しの経緯

昭和５５年度（1９８０年度）の都市再開発法の改正により、人口

集中が特に著しい大都市において都市再開発方針の策定が義務付け

られたことを受け、札幌市では昭和５９年度（１９８４年度）に初め

て都市再開発方針を策定しました。その後、まちづくりの進展や社

会経済情勢の変化に合わせて見直しを行い、時代のニーズに対応し

た再開発を促進してきました。

平成２５年（２０１３年）、超高齢社会の到来など大きな転換期を

迎える中で、札幌市ではまちづくりにおける最上位計画である「札

幌市まちづくり戦略ビジョン」を策定しました。この中で、都市空間

の創造に関して基本的な考え方などが示されたのを受け、都市づく

りの全市的な指針である「第２次札幌市都市計画マスタープラン」

及びその一部として「札幌市立地適正化計画」を策定しました。

こうした上位計画の策定動向を踏まえ、市民・企業・行政が連携して取り組む再開発の役割に

ついて、これまでの都市構造の再編、良好な居住環境の形成、都市の防災構造化などに加え、新

たな時代にふさわしいまちづくりを戦略的に進める観点を取り入れるため、平成２８年（２０１

６年）３月に前回の都市再開発方針の見直しを行いました（以下、この時点の都市再開発方針を

「前方針」という。）。

１５ 市街地改造事業：昭和 36 年（1961 年）に制定された「公共施設の整備に関連する市街地の改造に関する法律」（市街地改造法）に基づく、道路・広場の整

備とこれに関連してその付近の土地の高度利用を図るための建築物・建築敷地の整備を行うことを目的とする事業
１６ 既成市街地：ここでは、既に都市としての開発が一定程度進んでいる地域のこと

図 2-1 都市再開発法制定以前の

再開発の例（札幌駅前通）

図 2-2 都市再開発方針策定後の

再開発の例（豊平橋南）
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（3） 今回の都市再開発方針見直しの背景

前方針の策定から約１０年が経過し、この間、札幌は人口減少局面を迎え、都市のリニューア

ル時期が到来するなど、社会経済情勢は大きく変わり続けています。

こうした情勢の変化を踏まえ、札幌市では令和４年度（２０２２年度）に最上位計画である２

次戦略ビジョンを策定し、これに伴い、３次マスタープランと２次立地適正化計画を策定するこ

とにしました。

２次戦略ビジョンや３次マスタープランなどの上位計画を踏まえ、時代のニーズに対応した計

画的な再開発を促進するため、前方針を見直し、本方針を策定しました。

図 2-3 主な見直しの経緯

第２章 再開発を取り巻く状況

都市再開発方針の見直しの経緯

（1） 都市再開発法制定以前の再開発の動向

札幌市では、都市再開発法が制定される以前から、市街地再開発

事業の前身である市街地改造事業１５などを効果的に活用してきま

した。再開発を通じて、都市構造の再編、良好な居住環境や市街地

環境の形成、都市の防災構造化、公共施設の整備などを進め、既成

市街地１６が抱えていた過密、用途混在、生活環境の悪化、地区の老

朽化などの解決を図ってきました。

（2） 都市再開発方針の策定とこれまでの見直しの経緯

昭和５５年度（1９８０年度）の都市再開発法の改正により、人口

集中が特に著しい大都市において都市再開発方針の策定が義務付け

られたことを受け、札幌市では昭和５９年度（１９８４年度）に初め

て都市再開発方針を策定しました。その後、まちづくりの進展や社

会経済情勢の変化に合わせて見直しを行い、時代のニーズに対応し

た再開発を促進してきました。

平成２５年（２０１３年）、超高齢社会の到来など大きな転換期を

迎える中で、札幌市ではまちづくりにおける最上位計画である「札

幌市まちづくり戦略ビジョン」を策定しました。この中で、都市空間

の創造に関して基本的な考え方などが示されたのを受け、都市づく

りの全市的な指針である「第２次札幌市都市計画マスタープラン」

及びその一部として「札幌市立地適正化計画」を策定しました。

こうした上位計画の策定動向を踏まえ、市民・企業・行政が連携して取り組む再開発の役割に

ついて、これまでの都市構造の再編、良好な居住環境の形成、都市の防災構造化などに加え、新

たな時代にふさわしいまちづくりを戦略的に進める観点を取り入れるため、平成２８年（２０１

６年）３月に前回の都市再開発方針の見直しを行いました（以下、この時点の都市再開発方針を

「前方針」という。）。

１５ 市街地改造事業：昭和 36 年（1961 年）に制定された「公共施設の整備に関連する市街地の改造に関する法律」（市街地改造法）に基づく、道路・広場の整

備とこれに関連してその付近の土地の高度利用を図るための建築物・建築敷地の整備を行うことを目的とする事業
１６ 既成市街地：ここでは、既に都市としての開発が一定程度進んでいる地域のこと

図 2-1 都市再開発法制定以前の

再開発の例（札幌駅前通）

図 2-2 都市再開発方針策定後の

再開発の例（豊平橋南）
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（2） 前方針に関わる主な取組結果

ここでは、前方針の３つの基本目標の実現に向けた取組と、戦略的に進めた公共貢献の誘導に

ついて、主な取組結果を整理しました。

１） 基本目標１ 魅力的で活力ある都心の創造

＜取組結果＞

都心及び隣接する苗穂駅周辺では、都市のリニューアル時期の到来に伴う再開発機運の高まり

を的確に捉え、市街地再開発事業と優良建築物等整備事業を積極的に活用し、環境性や防災性を

備えた高次な都市機能の集積、にぎわいや憩いの空間の創出などにより、都市の魅力と活力を大

きく向上しました。また、令和４年（２０２２年）には、「北４西３地区」、「北５西１・西２地区」

及び「大通西４南地区」の市街地再開発事業を都市計画決定しました。これら都心で進行中の大

規模な市街地再開発事業は、都心全体のまちづくりを先導する札幌駅交流拠点と大通・創世交流

拠点２１に位置し、札幌の国際競争力をけん引する将来のまちの顔となる重要な事業として、非常

に大きな期待を集めています。

さらに、「都心における開発誘導方針」に基づき緩和型土地利用計画制度等を運用し、市街地再

開発事業と合わせて実施したものを含め２０棟以上の計画的な再開発を誘導しました。

引き続き、都心においては、都市の魅力と活力を向上するため、将来のまちの顔となる札幌駅

交流拠点と大通・創世交流拠点の市街地再開発事業を促進するとともに、緩和型土地利用計画制

度等の運用をはじめとする多種多様な手法を効果的に活用し、都市のリニューアルを着実に推進

していく必要があります。

図 2-5 前方針下における市街地再開発事業と優良建築物等整備事業の実施状況

２１ 札幌駅交流拠点と大通・創世交流拠点：ここでいう交流拠点とは、令和７年度中に策定予定の「第３次都心まちづくり計画（都心のまちづくりの長期的な目

標、方針、まちづくりの各主体が協働して取り組むための仕組み等を示した計画）」における骨格構造のうち、骨格軸の交点や交通結節点に位置し、多様な

機能や活動が集積・連鎖することで新たな価値と交流を創造する、札幌都心の象徴的な拠点のこと

前方針の振り返り

（1） 前方針の概要

１） 基本目標

前方針では、都市サービスが充実している地下鉄沿線など、整備効果が期待される地区を中心

に再開発を活用し、持続可能なまちづくりを推進することを目指しました。

特に、事業による整備効果や波及効果が高いと予想される都心や拠点で重点的に取組を進め、

それぞれの地域特性に応じたまちづくりを推進することで市民生活を豊かにすることを目指し、

「魅力的で活力ある都心の創造」、「個性あふれ生活を豊かにする拠点の形成」、「生活の基盤とな

る持続可能なまちづくりの推進」の３つの基本目標を設定しました。

２） 地区の指定

基本目標を踏まえるとともに、「公共貢献１７」の誘導により都市の魅力向上と都市構造の強化を

図る視点、及び地域特性に応じた課題や防災課題の解決により都市機能の更新を図る視点から、

１号市街地、整備促進地区及び２号地区を指定しました。また、地区ごとに支援の基本的な考え

方を示し、特に２号地区において積極的に再開発を促進することを目指しました。

図 2-4 前方針の地区指定

１７ 公共貢献：ここでは、再開発に合わせて整備を促進することで、札幌市が目指すまちづくりに貢献する取組のこと
１８ 集合型居住誘導区域：集合型の居住機能の集積による人口密度の維持・増加を目指す地域
１９ 都市機能誘導区域：都市に必要な都市機能を集積させることで、効率的なサービスの提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図るとともに、都市の

魅力を高めることを目指す区域
２０ 地域交流拠点：主要な交通結節点周辺や区役所周辺などの生活圏域の拠点となるエリア。後背圏（地域交流拠点で提供される機能やサービス等を主に利

用する人が住んでいると想定される範囲）を含めた地域の生活を支える日常的な生活利便機能や多様な都市機能の集積を図るとともに、公共交通の利

便性を確保し、来訪者を受け入れる魅力ある交流空間の形成が求められている。

地区 地区指定の考え方

１号

市街地

立地適正化計画における集合

型居住誘導区域１８等

整備

促進

地区

立地適正化計画における都市

機能誘導区域１９（都心と地域交

流拠点２０）等

２

号

地

区

■再開発を活用して市が指定す
る公共貢献を促進する地区

・都心

・地下鉄駅周辺（地上駅等除く）

■まちづくり計画策定エリア等
・苗穂駅周辺
・新さっぽろ駅周辺

・篠路駅周辺
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（2） 前方針に関わる主な取組結果

ここでは、前方針の３つの基本目標の実現に向けた取組と、戦略的に進めた公共貢献の誘導に

ついて、主な取組結果を整理しました。

１） 基本目標１ 魅力的で活力ある都心の創造

＜取組結果＞

都心及び隣接する苗穂駅周辺では、都市のリニューアル時期の到来に伴う再開発機運の高まり

を的確に捉え、市街地再開発事業と優良建築物等整備事業を積極的に活用し、環境性や防災性を

備えた高次な都市機能の集積、にぎわいや憩いの空間の創出などにより、都市の魅力と活力を大

きく向上しました。また、令和４年（２０２２年）には、「北４西３地区」、「北５西１・西２地区」

及び「大通西４南地区」の市街地再開発事業を都市計画決定しました。これら都心で進行中の大

規模な市街地再開発事業は、都心全体のまちづくりを先導する札幌駅交流拠点と大通・創世交流

拠点２１に位置し、札幌の国際競争力をけん引する将来のまちの顔となる重要な事業として、非常

に大きな期待を集めています。

さらに、「都心における開発誘導方針」に基づき緩和型土地利用計画制度等を運用し、市街地再

開発事業と合わせて実施したものを含め２０棟以上の計画的な再開発を誘導しました。

引き続き、都心においては、都市の魅力と活力を向上するため、将来のまちの顔となる札幌駅

交流拠点と大通・創世交流拠点の市街地再開発事業を促進するとともに、緩和型土地利用計画制

度等の運用をはじめとする多種多様な手法を効果的に活用し、都市のリニューアルを着実に推進

していく必要があります。

図 2-5 前方針下における市街地再開発事業と優良建築物等整備事業の実施状況

２１ 札幌駅交流拠点と大通・創世交流拠点：ここでいう交流拠点とは、令和７年度中に策定予定の「第３次都心まちづくり計画（都心のまちづくりの長期的な目

標、方針、まちづくりの各主体が協働して取り組むための仕組み等を示した計画）」における骨格構造のうち、骨格軸の交点や交通結節点に位置し、多様な

機能や活動が集積・連鎖することで新たな価値と交流を創造する、札幌都心の象徴的な拠点のこと

前方針の振り返り

（1） 前方針の概要

１） 基本目標

前方針では、都市サービスが充実している地下鉄沿線など、整備効果が期待される地区を中心

に再開発を活用し、持続可能なまちづくりを推進することを目指しました。

特に、事業による整備効果や波及効果が高いと予想される都心や拠点で重点的に取組を進め、

それぞれの地域特性に応じたまちづくりを推進することで市民生活を豊かにすることを目指し、

「魅力的で活力ある都心の創造」、「個性あふれ生活を豊かにする拠点の形成」、「生活の基盤とな

る持続可能なまちづくりの推進」の３つの基本目標を設定しました。

２） 地区の指定

基本目標を踏まえるとともに、「公共貢献１７」の誘導により都市の魅力向上と都市構造の強化を

図る視点、及び地域特性に応じた課題や防災課題の解決により都市機能の更新を図る視点から、

１号市街地、整備促進地区及び２号地区を指定しました。また、地区ごとに支援の基本的な考え

方を示し、特に２号地区において積極的に再開発を促進することを目指しました。

図 2-4 前方針の地区指定

１７ 公共貢献：ここでは、再開発に合わせて整備を促進することで、札幌市が目指すまちづくりに貢献する取組のこと
１８ 集合型居住誘導区域：集合型の居住機能の集積による人口密度の維持・増加を目指す地域
１９ 都市機能誘導区域：都市に必要な都市機能を集積させることで、効率的なサービスの提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図るとともに、都市の

魅力を高めることを目指す区域
２０ 地域交流拠点：主要な交通結節点周辺や区役所周辺などの生活圏域の拠点となるエリア。後背圏（地域交流拠点で提供される機能やサービス等を主に利

用する人が住んでいると想定される範囲）を含めた地域の生活を支える日常的な生活利便機能や多様な都市機能の集積を図るとともに、公共交通の利

便性を確保し、来訪者を受け入れる魅力ある交流空間の形成が求められている。

地区 地区指定の考え方

１号

市街地

立地適正化計画における集合

型居住誘導区域１８等

整備

促進

地区

立地適正化計画における都市

機能誘導区域１９（都心と地域交

流拠点２０）等

２

号

地

区

■再開発を活用して市が指定す
る公共貢献を促進する地区

・都心

・地下鉄駅周辺（地上駅等除く）

■まちづくり計画策定エリア等
・苗穂駅周辺
・新さっぽろ駅周辺

・篠路駅周辺
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２） 基本目標２ 個性あふれ生活を豊かにする拠点の形成

＜取組結果＞

第２次札幌市都市計画マスタープランでは、地域交流拠点のうち、新さっぽろ、篠路、真駒内

及び清田について、各拠点の特性を踏まえたまちづくりを先行的に進めることとしました。

新さっぽろでは、札幌市が平成２７年（２０１５年）３月に策定した「新さっぽろ駅周辺地区

まちづくり計画２２」に基づき、公募提案型売却の手法で市営住宅跡地等の再開発を進め、商業機

能や教育機能を中心に多様な都市機能を集積しました。一方、駅前には青空駐車場などの低未利

用地２３が残っており、引き続きゲートウェイ拠点にふさわしい土地利用を進める余地があります。

篠路では、駅東側で土地区画整理事業、鉄道高架事業、道路整備事業などの社会基盤整備が進

められています。また、令和５年（２０２３年）２月に「篠路駅周辺地区まちづくり計画２４」を

策定し、計画に沿った土地利用を実現するため、同年１０月に用途地域２５などの都市計画変更を

行いました。引き続き、駅周辺の低未利用地の活用に向けた取組が求められています。

真駒内と清田では、令和５年（２０２３年）１１月に策定した「真駒内駅前地区まちづくり計

画２６」と令和３年（２０２１年）２月に策定した「地域交流拠点清田の拠点機能向上に向けた官

民連携によるまちづくりの基本的な考え方２７」に基づき、都市機能の集積や魅力向上に向けた取

組を進めています。

このほか、平成２８年（２０１６年）９月に策定した「地域交流拠点等における緩和型土地利

用計画制度等の運用方針」に基づき、琴似と平岸では、地域の中心的な拠点としてのにぎわいの

創出を図るために地区計画を策定するなど、地域特性やまちづくりの機運に応じた取組を進めて

います。

引き続き、地域交流拠点では、地域特性を生かした生活利便機能の集積や良好な街並みの創出

等のため、まちづくりの機運を捉えながら、多種多様な手法を活用して再開発を促進する必要が

あります。

図 2-6 新さっぽろ駅周辺地区Ｇ・Ｉ街区の完成後の姿 （左：Ｇ街区、右：Ｉ街区 ）

２２ 新さっぽろ駅周辺地区まちづくり計画：地域交流拠点としての役割や、当地区及び当地区が含まれる厚別区、ひいては札幌の発展に向け、周辺との一体

的なまちづくりを目指し、市営住宅余剰地の利活用並びに暫定駐車場等の望まれる利活用について方向性を示すもの
２３ 低未利用地：居住の用、業務の用、その他の用途に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺地域における同一の用途若しくはこれに類する用途に

供されている土地の利用の程度に比し、著しく劣っていると認められる土地
２４ 篠路駅周辺地区まちづくり計画：北区北部３地区を後背圏とする地域交流拠点にふさわしいまちづくりを目指し、篠路駅東口駅前や低未利用な市有地の

利活用及び地域主体の多様なまちづくり活動の方向性・展開を示すもの
２５ 用途地域：機能的な都市活動と良好な都市環境の保護を目的に、住居や商業・工業などの都市の諸機能を適切に配分するための土地利用上の区分を行う

都市計画で、用途や形態、密度などの規制を通して、目的にあった建築物を誘導しようとするもの
２６ 真駒内駅前地区まちづくり計画：真駒内地域はもとより南区全体の魅力向上に向けた先導的な取組として真駒内駅前地区を再生するため、土地利用再編

の方向性を具体化し、真駒内駅前地区のまちづくりの取組の方向性を示したもの
２７ 地域交流拠点清田の拠点機能向上に向けた官民連携によるまちづくりの基本的な考え方：清田の拠点機能の向上に向け、官民連携によるまちづくりを展

開するにあたっての基本的な方向性を示すもの

■都心において進行中の市街地再開発事業の一覧（※令和８年(２０２６年)３月時点）

北５西１・西２地区第一種市街地再開発事業

北４西３地区第一種市街地再開発事業

大通西４南地区第一種市街地再開発事業

【事業の目的】
札幌の玄関口にふさわしい魅力ある空間の創出と、国内外から

の来街者や市民が交流する交通結節点の形成のため、札幌駅の
アクセス性が向上する交通施設や都心の回遊性を高める歩行者
ネットワーク等の都市基盤を整備し、土地の高度利用により、交通
結節機能の強化、国際競争力をけん引する都市機能の集積、環境
性・防災性を備えた拠点形成を図ることを目的とする。

【経過】
・令和４年（２０２２年）１０月
：都市計画決定告示

・令和５年（２０２３年）３月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

【事業の目的】
交通結節点として各交通機能の利便性を高めるため、地下鉄機

能の強化及び各種交通機能の乗り換え動線強化を図るとともに、
札幌都心への多様な人々の誘引と交流の促進により札幌駅前の
にぎわいを形成し、魅力ある都市空間の整備、環境や防災性に配
慮した都市機能の集積により、札幌の国際競争力強化に資する拠
点を形成することを目的とする。

【事業の目的】
建築物の共同化、土地の高度利用を図るとともに、商業・業務・交流機能の充実、国際水準の宿泊機

能としてのハイグレードホテルの導入、広場空間や重層的な歩行者空間の整備、大通以南初のエネルギ
ーセンターの整備をはじめとする自立分散型のエネルギー拠点と環境啓発機能の整備、新たな防災拠
点の形成等を行うことにより、札幌都心の“大通”の価値向上に寄与し、持続可能で魅力ある札幌都心を
けん引する拠点を形成することを目的とする。

【経過】
・令和４年（2022 年）３月
：都市計画決定告示

・令和６年（２０２４年）１月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

【経過】
・令和４年（2022 年）１２月
：都市計画決定告示

・令和６年（２０２４年）７月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

※現時点のイメージです。事業計画見直し中のため、今後、

イメージは変更となります。

※現時点のイメージです。今後変更となる可能性があります。
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２） 基本目標２ 個性あふれ生活を豊かにする拠点の形成

＜取組結果＞

第２次札幌市都市計画マスタープランでは、地域交流拠点のうち、新さっぽろ、篠路、真駒内

及び清田について、各拠点の特性を踏まえたまちづくりを先行的に進めることとしました。

新さっぽろでは、札幌市が平成２７年（２０１５年）３月に策定した「新さっぽろ駅周辺地区

まちづくり計画２２」に基づき、公募提案型売却の手法で市営住宅跡地等の再開発を進め、商業機

能や教育機能を中心に多様な都市機能を集積しました。一方、駅前には青空駐車場などの低未利

用地２３が残っており、引き続きゲートウェイ拠点にふさわしい土地利用を進める余地があります。

篠路では、駅東側で土地区画整理事業、鉄道高架事業、道路整備事業などの社会基盤整備が進

められています。また、令和５年（２０２３年）２月に「篠路駅周辺地区まちづくり計画２４」を

策定し、計画に沿った土地利用を実現するため、同年１０月に用途地域２５などの都市計画変更を

行いました。引き続き、駅周辺の低未利用地の活用に向けた取組が求められています。

真駒内と清田では、令和５年（２０２３年）１１月に策定した「真駒内駅前地区まちづくり計

画２６」と令和３年（２０２１年）２月に策定した「地域交流拠点清田の拠点機能向上に向けた官

民連携によるまちづくりの基本的な考え方２７」に基づき、都市機能の集積や魅力向上に向けた取

組を進めています。

このほか、平成２８年（２０１６年）９月に策定した「地域交流拠点等における緩和型土地利

用計画制度等の運用方針」に基づき、琴似と平岸では、地域の中心的な拠点としてのにぎわいの

創出を図るために地区計画を策定するなど、地域特性やまちづくりの機運に応じた取組を進めて

います。

引き続き、地域交流拠点では、地域特性を生かした生活利便機能の集積や良好な街並みの創出

等のため、まちづくりの機運を捉えながら、多種多様な手法を活用して再開発を促進する必要が

あります。

図 2-6 新さっぽろ駅周辺地区Ｇ・Ｉ街区の完成後の姿 （左：Ｇ街区、右：Ｉ街区 ）

２２ 新さっぽろ駅周辺地区まちづくり計画：地域交流拠点としての役割や、当地区及び当地区が含まれる厚別区、ひいては札幌の発展に向け、周辺との一体

的なまちづくりを目指し、市営住宅余剰地の利活用並びに暫定駐車場等の望まれる利活用について方向性を示すもの
２３ 低未利用地：居住の用、業務の用、その他の用途に供されておらず、又はその利用の程度がその周辺地域における同一の用途若しくはこれに類する用途に

供されている土地の利用の程度に比し、著しく劣っていると認められる土地
２４ 篠路駅周辺地区まちづくり計画：北区北部３地区を後背圏とする地域交流拠点にふさわしいまちづくりを目指し、篠路駅東口駅前や低未利用な市有地の

利活用及び地域主体の多様なまちづくり活動の方向性・展開を示すもの
２５ 用途地域：機能的な都市活動と良好な都市環境の保護を目的に、住居や商業・工業などの都市の諸機能を適切に配分するための土地利用上の区分を行う

都市計画で、用途や形態、密度などの規制を通して、目的にあった建築物を誘導しようとするもの
２６ 真駒内駅前地区まちづくり計画：真駒内地域はもとより南区全体の魅力向上に向けた先導的な取組として真駒内駅前地区を再生するため、土地利用再編

の方向性を具体化し、真駒内駅前地区のまちづくりの取組の方向性を示したもの
２７ 地域交流拠点清田の拠点機能向上に向けた官民連携によるまちづくりの基本的な考え方：清田の拠点機能の向上に向け、官民連携によるまちづくりを展

開するにあたっての基本的な方向性を示すもの

■都心において進行中の市街地再開発事業の一覧（※令和８年(２０２６年)３月時点）

北５西１・西２地区第一種市街地再開発事業

北４西３地区第一種市街地再開発事業

大通西４南地区第一種市街地再開発事業

【事業の目的】
札幌の玄関口にふさわしい魅力ある空間の創出と、国内外から

の来街者や市民が交流する交通結節点の形成のため、札幌駅の
アクセス性が向上する交通施設や都心の回遊性を高める歩行者
ネットワーク等の都市基盤を整備し、土地の高度利用により、交通
結節機能の強化、国際競争力をけん引する都市機能の集積、環境
性・防災性を備えた拠点形成を図ることを目的とする。

【経過】
・令和４年（２０２２年）１０月
：都市計画決定告示

・令和５年（２０２３年）３月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

【事業の目的】
交通結節点として各交通機能の利便性を高めるため、地下鉄機

能の強化及び各種交通機能の乗り換え動線強化を図るとともに、
札幌都心への多様な人々の誘引と交流の促進により札幌駅前の
にぎわいを形成し、魅力ある都市空間の整備、環境や防災性に配
慮した都市機能の集積により、札幌の国際競争力強化に資する拠
点を形成することを目的とする。

【事業の目的】
建築物の共同化、土地の高度利用を図るとともに、商業・業務・交流機能の充実、国際水準の宿泊機

能としてのハイグレードホテルの導入、広場空間や重層的な歩行者空間の整備、大通以南初のエネルギ
ーセンターの整備をはじめとする自立分散型のエネルギー拠点と環境啓発機能の整備、新たな防災拠
点の形成等を行うことにより、札幌都心の“大通”の価値向上に寄与し、持続可能で魅力ある札幌都心を
けん引する拠点を形成することを目的とする。

【経過】
・令和４年（2022 年）３月
：都市計画決定告示

・令和６年（２０２４年）１月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

【経過】
・令和４年（2022 年）１２月
：都市計画決定告示

・令和６年（２０２４年）７月
：事業着手（組合設立認可）

【施行区域】

※現時点のイメージです。事業計画見直し中のため、今後、

イメージは変更となります。

※現時点のイメージです。今後変更となる可能性があります。
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３） 基本目標３ 生活の基盤となる持続可能なまちづくりの推進

＜取組結果＞

札幌市では、地下鉄駅のバリアフリー化に向けてエレベーターの設置を進め、平成２３年（２

０１１年）７月に全地下鉄駅でホームから地上までの移動等円滑化経路２８を１つ以上確保しまし

た。さらに、超高齢社会の到来を見据え、利便性の向上や上下移動の負荷軽減のため、地下鉄駅

エレベーターの充実に向けた取組を進めています。

こうした取組を踏まえ、地下鉄駅周辺では、建築物の建て替え更新の機会を捉えて、建築物と

地下鉄コンコースの接続やバリアフリー化を進めるためのエレベーターの設置を誘導し、駅周辺

の利便性や歩行環境の向上を図ることにより、歩いて暮らせるまちづくりを目指しました。

都心と新さっぽろでは、再開発を通じて建築物と地下鉄駅との接続を誘導できましたが、その

他の地下鉄駅では接続を誘導できた事例はありませんでした。

地下鉄駅周辺は、図 2-7 のとおり築３０年以上の建築物が約５４％を占めており、今後建て替

え更新が進むと予想されます。このため、地下鉄駅と近接する敷地で建て替え更新が行われる場

合には、更新機会を的確に捉えて地下鉄駅との接続を誘導するなど、計画的な再開発を促進する

必要があります。

また、計画的な再開発を促進するためには、地下鉄駅との接続をはじめとする地域に求められ

る公共貢献や活用可能な支援策など、札幌市と地権者等との間で積極的に情報共有や意見交換を

行っていく必要があります。さらには、地権者等のニーズに合わせた実効性の高い支援策の運用

も求められます。

２８ 移動等円滑化経路：「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）による、高齢者、障がいのある方等が円滑に利用できる

経路のこと

図 2-7 地下鉄駅周辺の築年数別建築物棟数

（令和３年都市計画基礎調査を基に集計）

※集計範囲は前方針の地下鉄駅周辺２号地区内

図 2-8 再開発を活用した

地下鉄駅エレベーターの整備事例

（新さっぽろ駅周辺地区Ｉ街区）

琴似と平岸では、地域住民と行政との間で意見交換を重ね、その成果として、琴似では令和 4年
（２０２２年）１２月に「琴似本通地区地区計画」を、平岸では令和 5 年（２０２３年）１２月に「平岸駅周
辺地区地区計画」を策定しました。

琴似本通地区地区計画の区域

〈コラム〉琴似と平岸の地区計画

都心における開発誘導方針 地域交流拠点等における
緩和型土地利用計画制度等の運用方針

〈コラム〉緩和型土地利用計画制度等の運用

「緩和型土地利用計画制度等」とは、都市計画法に基づく地区計画や都市再生特別地区、建築基
準法に基づく総合設計制度などの容積率の緩和（最高限度の割増）等に関する仕組みのことです。

かつての容積率の緩和の考え方は、主に公開空地の整備を評価してきましたが、札幌市では、
「都心における開発誘導方針」と「地域交流拠点等における緩和型土地利用計画制度等の運用方
針」を定め、都心と地域交流拠点等のまちづくりに貢献する取組をそれぞれの方針に沿って評価す
ることで、良好な民間都市開発を誘導しています。

こうした取組も、都市再開発方針で想定する再開発を促進する取組の 1 つです。

都心における、容積率の緩和等に関する土
地利用計画制度等の運用の考え方を明示する
とともに、開発を後押しする補助制度等を紹
介することで、建築物の建て替え更新を促進
し、都心に関連する各種計画の目標実現に資
する民間都市開発を積極的に誘導することを
目的としています。

地域交流拠点等（地域交流拠点及びその他
の地下鉄駅周辺等）において、建築物の建て替
え更新を促進し、質の高い空間づくりを進める
ため、容積率の緩和の考え方を整理し、緩和型
土地利用計画制度等の運用の方向性を明示す
ることで良好な民間都市開発を誘導すること
を目的としています。

都心における開発誘導方針 地域交流拠点等における緩和型土地利用計

画制度等の運用方針に関するパンフレット

平岸駅周辺地区地区計画の区域

　これらの地区計画では、まちづくりの目標、土地利用の方針、目指すまちの姿を定めるととも
に、目標等の実現に向けた建築物の建て方のルールとして、建築の制限やまちづくりに貢献する
取組が行われた場合の容積率の緩和についても定めています。
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３） 基本目標３ 生活の基盤となる持続可能なまちづくりの推進

＜取組結果＞

札幌市では、地下鉄駅のバリアフリー化に向けてエレベーターの設置を進め、平成２３年（２

０１１年）７月に全地下鉄駅でホームから地上までの移動等円滑化経路２８を１つ以上確保しまし

た。さらに、超高齢社会の到来を見据え、利便性の向上や上下移動の負荷軽減のため、地下鉄駅

エレベーターの充実に向けた取組を進めています。

こうした取組を踏まえ、地下鉄駅周辺では、建築物の建て替え更新の機会を捉えて、建築物と

地下鉄コンコースの接続やバリアフリー化を進めるためのエレベーターの設置を誘導し、駅周辺

の利便性や歩行環境の向上を図ることにより、歩いて暮らせるまちづくりを目指しました。

都心と新さっぽろでは、再開発を通じて建築物と地下鉄駅との接続を誘導できましたが、その

他の地下鉄駅では接続を誘導できた事例はありませんでした。

地下鉄駅周辺は、図 2-7 のとおり築３０年以上の建築物が約５４％を占めており、今後建て替

え更新が進むと予想されます。このため、地下鉄駅と近接する敷地で建て替え更新が行われる場

合には、更新機会を的確に捉えて地下鉄駅との接続を誘導するなど、計画的な再開発を促進する

必要があります。

また、計画的な再開発を促進するためには、地下鉄駅との接続をはじめとする地域に求められ

る公共貢献や活用可能な支援策など、札幌市と地権者等との間で積極的に情報共有や意見交換を

行っていく必要があります。さらには、地権者等のニーズに合わせた実効性の高い支援策の運用

も求められます。

２８ 移動等円滑化経路：「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）による、高齢者、障がいのある方等が円滑に利用できる

経路のこと

図 2-7 地下鉄駅周辺の築年数別建築物棟数

（令和３年都市計画基礎調査を基に集計）

※集計範囲は前方針の地下鉄駅周辺２号地区内

図 2-8 再開発を活用した

地下鉄駅エレベーターの整備事例

（新さっぽろ駅周辺地区Ｉ街区）

琴似と平岸では、地域住民と行政との間で意見交換を重ね、その成果として、琴似では令和 4年
（２０２２年）１２月に「琴似本通地区地区計画」を、平岸では令和 5 年（２０２３年）１２月に「平岸駅周
辺地区地区計画」を策定しました。

琴似本通地区地区計画の区域

〈コラム〉琴似と平岸の地区計画

都心における開発誘導方針 地域交流拠点等における
緩和型土地利用計画制度等の運用方針

〈コラム〉緩和型土地利用計画制度等の運用

「緩和型土地利用計画制度等」とは、都市計画法に基づく地区計画や都市再生特別地区、建築基
準法に基づく総合設計制度などの容積率の緩和（最高限度の割増）等に関する仕組みのことです。

かつての容積率の緩和の考え方は、主に公開空地の整備を評価してきましたが、札幌市では、
「都心における開発誘導方針」と「地域交流拠点等における緩和型土地利用計画制度等の運用方
針」を定め、都心と地域交流拠点等のまちづくりに貢献する取組をそれぞれの方針に沿って評価す
ることで、良好な民間都市開発を誘導しています。

こうした取組も、都市再開発方針で想定する再開発を促進する取組の 1 つです。

都心における、容積率の緩和等に関する土
地利用計画制度等の運用の考え方を明示する
とともに、開発を後押しする補助制度等を紹
介することで、建築物の建て替え更新を促進
し、都心に関連する各種計画の目標実現に資
する民間都市開発を積極的に誘導することを
目的としています。

地域交流拠点等（地域交流拠点及びその他
の地下鉄駅周辺等）において、建築物の建て替
え更新を促進し、質の高い空間づくりを進める
ため、容積率の緩和の考え方を整理し、緩和型
土地利用計画制度等の運用の方向性を明示す
ることで良好な民間都市開発を誘導すること
を目的としています。

都心における開発誘導方針 地域交流拠点等における緩和型土地利用計

画制度等の運用方針に関するパンフレット

平岸駅周辺地区地区計画の区域

　これらの地区計画では、まちづくりの目標、土地利用の方針、目指すまちの姿を定めるととも
に、目標等の実現に向けた建築物の建て方のルールとして、建築の制限やまちづくりに貢献する
取組が行われた場合の容積率の緩和についても定めています。
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〈コラム〉大札新

都市のリニューアル時期を迎えた札幌都心では、
市街地再開発事業をはじめとする大規模な再開発
が続々と進んでおり、高機能なオフィスビルの供給
が見込まれています。
この状況を絶好の機会と捉え、「札幌が、大きく、

新しく、変わる。」という意味を込めた「大札新」
というスローガンを掲げるとともに、豊富な人材、
便利なアクセス、暮らしやすさなど札幌の強みを生
かしながら、官民一体となって企業誘致に取り組ん
でいます。
このように、札幌市ではハード・ソフトの両面か

ら効果的にまちづくりを進めています。
企業誘致スローガン・ロゴ「大札新」

４） 目標実現に向けた公共貢献の戦略的な誘導

＜取組結果＞

都市空間は、公共が所有する空間と民間が所有する空間が有機的に組み合わさって形成されて

います。都市づくりにおいて公共単独の取組には空間的にも財政的にも限界があり、建築物や敷

地の所有者をはじめとする民間との協働や役割分担がなされて初めて、札幌市が目指す都市づく

りの実現につながります。

前方針の下で実施した再開発では、基本目標の実現に向けて、補助金の交付に限らない多種多

様な手法を活用して図 2-9 のとおり公共貢献を戦略的に誘導し、官民連携のもと魅力的で個性あ

ふれるまちづくりを推進しました。

また、再開発を通じて環境性能や業務継続性２９の高いオフィスビルの整備を進めるとともに、

道外からの企業進出を呼び込むために首都圏等で誘致活動を行うなど、ハードとソフトの両面か

らまちづくりを推進しました。

引き続き、再開発の機会を捉えて公共貢献を戦略的に誘導することにより、官民連携のもと札

幌市が目指すまちづくりを進める視点が求められます。

再生可能エネルギー３０の導入 都市機能や交流機能の集積 災害時の帰宅困難者対策 公共交通のバリアフリー化

空中歩廊の整備 駐輪場の整備 地下ネットワークの接続 オープンスペースの整備・緑化

２９ 業務継続性：災害や予期せぬ事態が発生した際に、企業や組織が重要な業務を中断することなく継続できる能力
３０ 再生可能エネルギー：太陽光、地熱、風力など、エネルギー源として永続的に利用することができるものの総称

■北４東６地区
再生可能エネルギーを活用す

るエネルギーセンターの設置

■北８西１地区
都心に新たなにぎわいや交流を

生む民間劇場の整備

■札幌創世１．１．１区北１西１地区

災害に強いまちづくりに貢献

する一時滞在施設の整備

■苗穂駅北口西地区

まちの南北をつなぐネットワ

ークの一部を担う空中歩廊の

整備

■南２西３南西地区

自転車の利用環境と歩行環境

を向上する公共駐輪場の整備

■北２西３北地区

回遊性向上とにぎわいづく

りに貢献する地下歩行空間

への広幅員接続

■北３東 11 地区

駅前にふさわしいゆとりある

オープンスペースと緑地の整

備

■大通東４地区
地下鉄駅と接続するエレベー
ターの設置によるバリアフリ
ー化の推進

図 2-9 前方針下において実現した公共貢献の例
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〈コラム〉大札新

都市のリニューアル時期を迎えた札幌都心では、
市街地再開発事業をはじめとする大規模な再開発
が続々と進んでおり、高機能なオフィスビルの供給
が見込まれています。
この状況を絶好の機会と捉え、「札幌が、大きく、

新しく、変わる。」という意味を込めた「大札新」
というスローガンを掲げるとともに、豊富な人材、
便利なアクセス、暮らしやすさなど札幌の強みを生
かしながら、官民一体となって企業誘致に取り組ん
でいます。
このように、札幌市ではハード・ソフトの両面か

ら効果的にまちづくりを進めています。
企業誘致スローガン・ロゴ「大札新」

４） 目標実現に向けた公共貢献の戦略的な誘導

＜取組結果＞

都市空間は、公共が所有する空間と民間が所有する空間が有機的に組み合わさって形成されて

います。都市づくりにおいて公共単独の取組には空間的にも財政的にも限界があり、建築物や敷

地の所有者をはじめとする民間との協働や役割分担がなされて初めて、札幌市が目指す都市づく

りの実現につながります。

前方針の下で実施した再開発では、基本目標の実現に向けて、補助金の交付に限らない多種多

様な手法を活用して図 2-9 のとおり公共貢献を戦略的に誘導し、官民連携のもと魅力的で個性あ

ふれるまちづくりを推進しました。

また、再開発を通じて環境性能や業務継続性２９の高いオフィスビルの整備を進めるとともに、

道外からの企業進出を呼び込むために首都圏等で誘致活動を行うなど、ハードとソフトの両面か

らまちづくりを推進しました。

引き続き、再開発の機会を捉えて公共貢献を戦略的に誘導することにより、官民連携のもと札

幌市が目指すまちづくりを進める視点が求められます。

再生可能エネルギー３０の導入 都市機能や交流機能の集積 災害時の帰宅困難者対策 公共交通のバリアフリー化

空中歩廊の整備 駐輪場の整備 地下ネットワークの接続 オープンスペースの整備・緑化

２９ 業務継続性：災害や予期せぬ事態が発生した際に、企業や組織が重要な業務を中断することなく継続できる能力
３０ 再生可能エネルギー：太陽光、地熱、風力など、エネルギー源として永続的に利用することができるものの総称

■北４東６地区
再生可能エネルギーを活用す

るエネルギーセンターの設置

■北８西１地区
都心に新たなにぎわいや交流を

生む民間劇場の整備

■札幌創世１．１．１区北１西１地区

災害に強いまちづくりに貢献

する一時滞在施設の整備

■苗穂駅北口西地区

まちの南北をつなぐネットワ

ークの一部を担う空中歩廊の

整備

■南２西３南西地区

自転車の利用環境と歩行環境

を向上する公共駐輪場の整備

■北２西３北地区

回遊性向上とにぎわいづく

りに貢献する地下歩行空間

への広幅員接続

■北３東 11 地区

駅前にふさわしいゆとりある

オープンスペースと緑地の整

備

■大通東４地区
地下鉄駅と接続するエレベー
ターの設置によるバリアフリ
ー化の推進

図 2-9 前方針下において実現した公共貢献の例
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（2） 交通環境の変化

＜状況の変化＞

地下鉄、ＪＲ、バスなど市内の公共交通について、人

口減少等や新型コロナウイルス感染症の拡大による行動

変容などで利用状況が変化しており、市内の公共交通事

業者の経営環境は厳しい状況にあります。特に路線バス

では、全国的な運転手不足も相まって、需要と供給の両

面で将来的にネットワークの維持が困難になることが懸

念されており、これらの状況に対応する持続可能な公共

交通ネットワークの構築が求められています。

こうした状況を踏まえ、札幌市では、令和６年（２０

２４年）１１月に「札幌市地域公共交通計画３２」を策定

し、運行効率化のためのバス路線のフィーダー化３３のほ

か、民間開発やまちづくりの機会を捉えた施設整備など

の交通結節点３４の機能強化を進めています。

＜考察＞

市民の生活利便性を高めるためには、多くの人が利用する商業・医療などの都市機能の立地状

況と公共交通ネットワークとの一体性を維持・確保するとともに、機能集積と合わせて公共交通

の利用環境向上に資する空間づくりを進めることが重要です。このため、再開発は、持続可能な

公共交通ネットワークの構築に関する取組との連携を意識して進めていく必要があります。

３２ 札幌市地域公共交通計画：持続可能で地域に適した公共交通ネットワーク構築の指針として、地域公共交通を取り巻く環境を踏まえ、目指すべき方向性や

その実現に向けた取組等を整理した計画
３３ フィーダー化：運行効率化のため郊外から都心に直行するバス路線を地下鉄駅・JR 駅に短絡化する取組
３４ 交通結節点：様々な交通手段（徒歩、自動車、バス、鉄道など）を相互に連絡させる場所

図 2-11 バスのフィーダー化のイメージ

図 2-12 札幌駅の新しい

バスターミナルの整備イメージ

再開発を取り巻く状況の変化

ここでは、人口減少や人口構造の変化（以下「人口減少等」という。）をはじめとする再開発を

取り巻く状況の変化を整理し、それらを踏まえてこれからの再開発に求められることを考察しま

した。

（1） 人口減少等と限りある経営資源

＜状況の変化＞

札幌の人口は、令和３年（２０２１年）か

ら減少局面を迎えています。令和２２年（２

０４０年）時点の将来推計人口は約１８７万

人となり、令和２年（２０２０年）時点から

約１０万人減少する見込みの一方、市街化区

域内では郊外部を含め一定の人口密度は保

たれる見込みです。

しかし、令和２２年（２０４０年）以降は人

口減少等が更に進行することが見込まれてい

ます。

３次マスタープランではこうした動向を踏まえ、市街化区域の範囲は変更しないことを基本と

しつつも、将来的な範囲の在り方などについて検討を進めることとするとともに、引き続き、高

次な都市機能が集積した都心と地域生活の中心となる複数の地域交流拠点の形成や、住宅地にお

いて身近な生活利便機能の立地などを図る、コンパクトな都市を目指すこととしています。

また、生産年齢人口３１の減少に伴う市税収入の減少、超高齢社会の進展による社会保障関係費

の増加など人口構造の変化による影響のほか、老朽化する公共施設の更新に伴う財政需要の増大

などにより、札幌市においては厳しい財政運営が予想されます。さらに、全国的に人手不足や資

材価格の高騰に伴う建設費の増加が見られ、市内でも再開発の事業計画が見直されるなど影響が

顕在化しており、官民ともに、これまで以上に経営資源の有効活用が求められています。

＜考察＞

コンパクトな都市を目指す上で、既成市街地をつくり変え、都心や地域交流拠点等に多様な都

市機能の集積を図ることのできる再開発の重要性は更に高まっています。

官民の限られた経営資源の「選択と集中」の観点から、多くの市民の生活利便性向上に寄与す

るなど整備効果が期待できる地域における重点的な再開発の促進や、地域の市場性と経済規模を

見極めた上での適切な施設規模や用途の誘導など、メリハリをつけた再開発の展開が必要です。

３１ 生産年齢人口：15 歳～64 歳の人口

図 2-10 人口推移と将来人口推計

（国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」

を基に札幌市作成）
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（2） 交通環境の変化

＜状況の変化＞

地下鉄、ＪＲ、バスなど市内の公共交通について、人

口減少等や新型コロナウイルス感染症の拡大による行動

変容などで利用状況が変化しており、市内の公共交通事

業者の経営環境は厳しい状況にあります。特に路線バス

では、全国的な運転手不足も相まって、需要と供給の両

面で将来的にネットワークの維持が困難になることが懸

念されており、これらの状況に対応する持続可能な公共

交通ネットワークの構築が求められています。

こうした状況を踏まえ、札幌市では、令和６年（２０

２４年）１１月に「札幌市地域公共交通計画３２」を策定

し、運行効率化のためのバス路線のフィーダー化３３のほ

か、民間開発やまちづくりの機会を捉えた施設整備など

の交通結節点３４の機能強化を進めています。

＜考察＞

市民の生活利便性を高めるためには、多くの人が利用する商業・医療などの都市機能の立地状

況と公共交通ネットワークとの一体性を維持・確保するとともに、機能集積と合わせて公共交通

の利用環境向上に資する空間づくりを進めることが重要です。このため、再開発は、持続可能な

公共交通ネットワークの構築に関する取組との連携を意識して進めていく必要があります。

３２ 札幌市地域公共交通計画：持続可能で地域に適した公共交通ネットワーク構築の指針として、地域公共交通を取り巻く環境を踏まえ、目指すべき方向性や

その実現に向けた取組等を整理した計画
３３ フィーダー化：運行効率化のため郊外から都心に直行するバス路線を地下鉄駅・JR 駅に短絡化する取組
３４ 交通結節点：様々な交通手段（徒歩、自動車、バス、鉄道など）を相互に連絡させる場所

図 2-11 バスのフィーダー化のイメージ

図 2-12 札幌駅の新しい

バスターミナルの整備イメージ

再開発を取り巻く状況の変化

ここでは、人口減少や人口構造の変化（以下「人口減少等」という。）をはじめとする再開発を

取り巻く状況の変化を整理し、それらを踏まえてこれからの再開発に求められることを考察しま

した。

（1） 人口減少等と限りある経営資源

＜状況の変化＞

札幌の人口は、令和３年（２０２１年）か

ら減少局面を迎えています。令和２２年（２

０４０年）時点の将来推計人口は約１８７万

人となり、令和２年（２０２０年）時点から

約１０万人減少する見込みの一方、市街化区

域内では郊外部を含め一定の人口密度は保

たれる見込みです。

しかし、令和２２年（２０４０年）以降は人

口減少等が更に進行することが見込まれてい

ます。

３次マスタープランではこうした動向を踏まえ、市街化区域の範囲は変更しないことを基本と

しつつも、将来的な範囲の在り方などについて検討を進めることとするとともに、引き続き、高

次な都市機能が集積した都心と地域生活の中心となる複数の地域交流拠点の形成や、住宅地にお

いて身近な生活利便機能の立地などを図る、コンパクトな都市を目指すこととしています。

また、生産年齢人口３１の減少に伴う市税収入の減少、超高齢社会の進展による社会保障関係費

の増加など人口構造の変化による影響のほか、老朽化する公共施設の更新に伴う財政需要の増大

などにより、札幌市においては厳しい財政運営が予想されます。さらに、全国的に人手不足や資

材価格の高騰に伴う建設費の増加が見られ、市内でも再開発の事業計画が見直されるなど影響が

顕在化しており、官民ともに、これまで以上に経営資源の有効活用が求められています。

＜考察＞

コンパクトな都市を目指す上で、既成市街地をつくり変え、都心や地域交流拠点等に多様な都

市機能の集積を図ることのできる再開発の重要性は更に高まっています。

官民の限られた経営資源の「選択と集中」の観点から、多くの市民の生活利便性向上に寄与す

るなど整備効果が期待できる地域における重点的な再開発の促進や、地域の市場性と経済規模を

見極めた上での適切な施設規模や用途の誘導など、メリハリをつけた再開発の展開が必要です。

３１ 生産年齢人口：15 歳～64 歳の人口

図 2-10 人口推移と将来人口推計

（国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」

を基に札幌市作成）
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〈コラム〉グリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）の推進

グリーン・トランスフォーメーション（GX）とは、化石燃料をできるだけ使わずに、環境に優しいエネ
ルギー中心の社会に変えて、経済の成長も目指すことを指します。

北海道と札幌市は、令和５年（２０２３年）５月、日本の再生可能エネルギーの供給基地、世界中から
ＧＸに関する資金・人材・情報が集積する、アジア・世界の「金融センター」を実現するため、産学官金
の２１機関で構成されるＧＸ・金融コンソーシアム「Team Sapporo-Hokkaido」を設立しました。

また、令和６年（２０２４年）６月には、札幌・北海道が「金融・
資産運用特区３５」の対象地域に決定され、併せて「国家戦略
特区３６」に指定されました。

北海道と札幌市では、ＧＸの推進に加え、ＡＩの計算基盤と
なる次世代半導体やデータセンターの集積等の取組を推進し
ているところであり、今後、ＧＸとＡＩの各種取組を実行して
いくうえでは、従前以上に投資の呼び込みが必要となること
が予期されます。このため、ＧＸとＡＩの一体的な推進を金融
機関や事業者等により明確に示し、 関係者間の連携を強化
していくことを目的として、令和８年（２０２６年）２月に金融・
資産運用特区のコンセプトを変更し、名称を「北海道・札幌
GX／AI 金融・資産運用特区」に変更しました。

（5） 再開発の効果を高める取組

＜状況の変化＞

再開発は、都市機能の更新等を通じて都市の魅力と活力を高めています。札幌において人口減

少等が見込まれ、それに伴い地域経済の規模縮小等が懸念される中では、再開発によって創出さ

れた魅力と活力を高める取組がより一層重要となります。

また、これまでの都市化に伴う人口の集中や産業の集積などによって資源やエネルギーが大量

に消費され、身近な環境に様々な影響が及んでいることから、都市環境に配慮した取組の重要性

が高まっています。

＜考察＞

再開発により創出した魅力と活力を高めるため、開

発することと合わせて、整備した空間を有効活用する

仕組みづくりなど、再開発と連携したエリアマネジメ

ント３７を推進する必要があります。

また、再開発を進める際には、大気質や騒音等の生

活環境への配慮に加えて、建築物の適正管理に関する

取組や災害リスクを低減する取組と連携するなど、

様々な観点から良好な都市環境の形成を図り、再開発

の効果を高める必要があります。

３５ 金融・資産運用特区：金融・資産運用業にとって魅力的な環境を整備する観点から、特定の地域において国や地域が規制改革や運用面での取組等を重点

的に実施するエリアの総称
３６ 国家戦略特区：世界で一番ビジネスがしやすい環境を作ることを目的に、地域や分野を限定し、大胆な規制・制度の緩和や税制面の優遇を行う規制改革制

度
３７ エリアマネジメント：住民・事業主・地権者などが主体となって地域の現状や課題について話し合い、地域における良好な環境や地域の価値の維持・向上に

つなげる取組

Team Sapporo-Hokkaido

図 2-15 札幌市内のエリアマネジメント事例

フラワーカーペット（北３条広場）

（資料：札幌駅前通まちづくり株式会社）

（3） 都市のリニューアル時期の到来

＜状況の変化＞

昭和４７年（１９７２年）に開催された札幌冬季オリンピッ

クから約５０年が経過し、都心を中心に当時建てられた建築物

が更新時期を迎えています。

また、都心では、令和１２年度（２０３０年度）末の北海道

新幹線の札幌駅延伸・開業を見据えて、まちづくりや民間投資

が活発に進められてきましたが、完成・開業が遅れる見通しと

なったことで、都心の市街地再開発事業や民間投資の機運低下

につながるおそれがあります。

＜考察＞

北海道新幹線の完成・開業の遅れによるまちづくりへの影響を抑えることが重要です。

特に、都心では、建築物の建て替え更新時期の到来を都市の魅力と活力を高める絶好の機会と

捉えるとともに、北海道新幹線の開業時期に向けた民間投資の機運を維持していくため、札幌駅

交流拠点と大通・創世交流拠点の市街地再開発事業をはじめ、積極的に再開発を促進する必要が

あります。

（4） 様々な分野のまちづくりの取組の変化

＜状況の変化＞

前方針の策定から現在に至るまでには、人口減少等や交通

環境の変化のほか、気候変動に伴う地球規模での環境保全の

動きや北海道胆振東部地震をはじめとした自然災害による被

害など様々な社会経済情勢の変化がありました。

こうした変化に対応するため、グリーン・トランスフォー

メーション（ＧＸ）の推進や災害に強いまちづくりの更なる

推進など、札幌市のまちづくりの取組も変化しています。

＜考察＞

これまでも札幌市では、老朽建築物の更新や不燃化・耐震化などの再開発の基本的な役割に加

えて公共貢献を誘導し、再開発を通じて魅力的で個性あふれるまちづくりを推進してきました。

引き続き、再開発を進める際には、様々な分野のまちづくりの取組を踏まえ、地域特性を考慮

しながら、公共貢献を戦略的に誘導していく必要があります。

図 2-13 都心における老朽建築物の状況

（令和６年都市計画基礎調査を基に作成）

図 2-14 北海道胆振東部地震による被害
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〈コラム〉グリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）の推進

グリーン・トランスフォーメーション（GX）とは、化石燃料をできるだけ使わずに、環境に優しいエネ
ルギー中心の社会に変えて、経済の成長も目指すことを指します。

北海道と札幌市は、令和５年（２０２３年）５月、日本の再生可能エネルギーの供給基地、世界中から
ＧＸに関する資金・人材・情報が集積する、アジア・世界の「金融センター」を実現するため、産学官金
の２１機関で構成されるＧＸ・金融コンソーシアム「Team Sapporo-Hokkaido」を設立しました。

また、令和６年（２０２４年）６月には、札幌・北海道が「金融・
資産運用特区３５」の対象地域に決定され、併せて「国家戦略
特区３６」に指定されました。

北海道と札幌市では、ＧＸの推進に加え、ＡＩの計算基盤と
なる次世代半導体やデータセンターの集積等の取組を推進し
ているところであり、今後、ＧＸとＡＩの各種取組を実行して
いくうえでは、従前以上に投資の呼び込みが必要となること
が予期されます。このため、ＧＸとＡＩの一体的な推進を金融
機関や事業者等により明確に示し、 関係者間の連携を強化
していくことを目的として、令和８年（２０２６年）２月に金融・
資産運用特区のコンセプトを変更し、名称を「北海道・札幌
GX／AI 金融・資産運用特区」に変更しました。

（5） 再開発の効果を高める取組

＜状況の変化＞

再開発は、都市機能の更新等を通じて都市の魅力と活力を高めています。札幌において人口減

少等が見込まれ、それに伴い地域経済の規模縮小等が懸念される中では、再開発によって創出さ

れた魅力と活力を高める取組がより一層重要となります。

また、これまでの都市化に伴う人口の集中や産業の集積などによって資源やエネルギーが大量

に消費され、身近な環境に様々な影響が及んでいることから、都市環境に配慮した取組の重要性

が高まっています。

＜考察＞

再開発により創出した魅力と活力を高めるため、開

発することと合わせて、整備した空間を有効活用する

仕組みづくりなど、再開発と連携したエリアマネジメ

ント３７を推進する必要があります。

また、再開発を進める際には、大気質や騒音等の生

活環境への配慮に加えて、建築物の適正管理に関する

取組や災害リスクを低減する取組と連携するなど、

様々な観点から良好な都市環境の形成を図り、再開発

の効果を高める必要があります。

３５ 金融・資産運用特区：金融・資産運用業にとって魅力的な環境を整備する観点から、特定の地域において国や地域が規制改革や運用面での取組等を重点

的に実施するエリアの総称
３６ 国家戦略特区：世界で一番ビジネスがしやすい環境を作ることを目的に、地域や分野を限定し、大胆な規制・制度の緩和や税制面の優遇を行う規制改革制

度
３７ エリアマネジメント：住民・事業主・地権者などが主体となって地域の現状や課題について話し合い、地域における良好な環境や地域の価値の維持・向上に

つなげる取組

Team Sapporo-Hokkaido

図 2-15 札幌市内のエリアマネジメント事例

フラワーカーペット（北３条広場）

（資料：札幌駅前通まちづくり株式会社）

（3） 都市のリニューアル時期の到来

＜状況の変化＞

昭和４７年（１９７２年）に開催された札幌冬季オリンピッ

クから約５０年が経過し、都心を中心に当時建てられた建築物

が更新時期を迎えています。

また、都心では、令和１２年度（２０３０年度）末の北海道

新幹線の札幌駅延伸・開業を見据えて、まちづくりや民間投資

が活発に進められてきましたが、完成・開業が遅れる見通しと

なったことで、都心の市街地再開発事業や民間投資の機運低下

につながるおそれがあります。

＜考察＞

北海道新幹線の完成・開業の遅れによるまちづくりへの影響を抑えることが重要です。

特に、都心では、建築物の建て替え更新時期の到来を都市の魅力と活力を高める絶好の機会と

捉えるとともに、北海道新幹線の開業時期に向けた民間投資の機運を維持していくため、札幌駅

交流拠点と大通・創世交流拠点の市街地再開発事業をはじめ、積極的に再開発を促進する必要が

あります。

（4） 様々な分野のまちづくりの取組の変化

＜状況の変化＞

前方針の策定から現在に至るまでには、人口減少等や交通

環境の変化のほか、気候変動に伴う地球規模での環境保全の

動きや北海道胆振東部地震をはじめとした自然災害による被

害など様々な社会経済情勢の変化がありました。

こうした変化に対応するため、グリーン・トランスフォー

メーション（ＧＸ）の推進や災害に強いまちづくりの更なる

推進など、札幌市のまちづくりの取組も変化しています。

＜考察＞

これまでも札幌市では、老朽建築物の更新や不燃化・耐震化などの再開発の基本的な役割に加

えて公共貢献を誘導し、再開発を通じて魅力的で個性あふれるまちづくりを推進してきました。

引き続き、再開発を進める際には、様々な分野のまちづくりの取組を踏まえ、地域特性を考慮

しながら、公共貢献を戦略的に誘導していく必要があります。

図 2-13 都心における老朽建築物の状況

（令和６年都市計画基礎調査を基に作成）

図 2-14 北海道胆振東部地震による被害
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第３章

都市計画マスタープランで目指す都市づくり
再開発の基本目標
公共貢献の戦略的な誘導

再開発の基本目標
３-１
３-２
３-３

今後重視すべきポイント

「２-２前方針の振り返り」と「２-３再開発を取り巻く状況の変化」で示した取組結果と考察

を基に、再開発を進める上で今後重視すべきポイントを整理しました。また、それらを踏まえて、

本方針のテーマを定めました。

（1） 今後重視すべきポイント

＜札幌駅交流拠点と大通・創世交流拠点の取組をはじめとする都心の再開発の促進＞
●リニューアル時期の到来を都市の魅力と活力を高める絶好の機会と捉え、引き続き、札幌の将来

のまちの顔となる札幌駅交流拠点と大通・創世交流拠点の市街地再開発事業をはじめとする都

心の再開発を促進し、高次な都市機能を集積する必要があります。

＜コンパクト・プラス・ネットワーク３８の推進＞
●官民の限られた経営資源の「選択と集中」の観点から、都心のほか、多くの人々が訪れる地域交流

拠点や地下鉄駅周辺などの整備効果が期待できる地域に重点を置いて再開発を促進し、生活利

便機能をはじめとする多様な都市機能を集積する必要があります。

●商業・医療などの都市機能の立地状況と公共交通ネットワークとの一体性を維持・確保するとと

もに、機能集積と合わせて公共交通の利用環境向上に資する空間づくりを進めるため、再開発と

持続可能な公共交通ネットワークの構築に関する取組との連携を意識して進めていく必要があり

ます。

＜公共貢献の戦略的な誘導＞
●GX の推進や災害に強いまちづくりをはじめとする様々な分野のまちづくりの取組と連携し、ハ

ードとソフトの両面からまちづくりを推進するため、引き続き、公共貢献を戦略的に誘導する必要

があります。

＜再開発の効果を高める取組の推進＞
●再開発により創出された魅力と活力を高めるためのエリアマネジメントの推進や、再開発と良好

な都市環境の形成に関する取組との連携により、再開発の効果を高める必要があります。

（2） 都市再開発方針のテーマ

人口減少等や都市のリニューアル時期を迎える中、再開発には、まちの魅力と活力を高めるこ

とにより、まちに対する市民の誇りと愛着を育むとともに、市民の生活をより豊かにすることが

求められます。

将来のまちの顔となる札幌駅交流拠点と大通・創世交流拠点の取組、持続可能な都市づくりの

要となる地域交流拠点と利便性の高い市街地の形成、公共貢献の戦略的な誘導、そして開発完了

以降を見据えた再開発の効果を高める取組の推進などを通じて、市民の豊かな暮らしを支えるべ

く、このテーマを掲げます。

３８ コンパクト・プラス・ネットワーク：人口減少・少子高齢化の中でも、医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を都市の拠点となるエリアに誘導しつつ、

その周辺や公共交通の沿線に居住を誘導するとともに、公共交通ネットワークの形成と連携した取組を進めること

将来のまちの顔を築き、

市民の豊かな暮らしを支える再開発の展開

2-4
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